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(1) 連結経営成績（累計） （％表示は、対前年同四半期増減率）

営業収益 営業利益 税引前四半期利益
当社に帰属する

四半期利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2022年度第2四半期 6,286,177 6.8 996,539 △1.3 1,019,452 0.4 696,607 3.1

2021年度第2四半期 5,887,647 3.1 1,009,276 0.1 1,015,294 1.0 675,833 24.8

(注)当社に帰属する四半期包括利益 2022年度第2四半期 770,265百万円 (3.3%) 2021年度第2四半期 745,432百万円 (16.6%)

基本的1株当たり
当社に帰属する

四半期利益

希薄化後1株当たり
当社に帰属する

四半期利益

円 銭 円 銭

2022年度第2四半期 197.04 －

2021年度第2四半期 186.77 －

総資産
資本合計

（純資産）
株主資本 株主資本比率

1株当たり
株主資本

百万円 百万円 百万円 ％ 円 銭

2022年度第2四半期 24,881,836 9,294,562 8,470,487 34.0 2,456.26

2021年度 23,862,241 9,018,132 8,282,456 34.7 2,338.73

年間配当金

第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

2021年度 － 55.00 － 60.00 115.00

2022年度 － 60.00

2022年度（予想） － 60.00 120.00

（％表示は、対前期増減率）

営業収益 営業利益 税引前当期利益
当社に帰属する

当期利益

基本的1株当たり
当社に帰属する

当期利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 12,600,000 3.6 1,820,000 2.9 1,822,000 1.5 1,190,000 0.8 340.00

1．2022年度第2四半期の連結業績（2022年4月1日～2022年9月30日）

(2) 連結財政状態

2．配当の状況

（注）直近に公表されている配当予想からの修正の有無：無

3．2022年度の連結業績予想（2022年4月1日～2023年3月31日）

（注）直近に公表されている業績予想からの修正の有無：無



①  期末発行済株式数（自己株式を含む） 2022年度2Q 3,622,012,656株 2021年度 3,622,012,656株

②  期末自己株式数 2022年度2Q 173,486,714株 2021年度 80,580,190株

③  期中平均株式数（四半期累計） 2022年度2Q 3,535,345,412株 2021年度2Q 3,618,531,872株

※  注記事項

(1) 当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）：無

新規  －社  （社名）－、除外  －社  （社名）－

(2) 会計方針の変更・会計上の見積りの変更

①  IFRSにより要求される会計方針の変更  ：無

②  ①以外の会計方針の変更              ：無

③  会計上の見積りの変更                ：無

(3) 発行済株式数（普通株式）

（注）期末自己株式数には役員報酬BIP信託が保有する当社株式（2022年度2Q 1,033,466株、2021年度 1,089,760株）が含まれています。 

また、役員報酬BIP信託が保有する当社株式を、期中平均株式数の計算において控除する自己株式に含めています。

※  四半期決算短信は公認会計士又は監査法人の四半期レビューの対象外です

※  業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項

　業績予想の前提となる条件及び業績予想ご利用にあたっての注意事項等については、次のとおりとなります。

　本資料に含まれる予想数値及び将来の見通しに関する記述は、現在当社の経営陣が入手している情報に基づいて行

った判断・評価・事実認識・方針の策定等に基づいてなされもしくは算定されています。また、過去に確定し正確に

認識された事実以外に、将来の予想及びその記述を行うために不可欠となる一定の前提（仮定）を用いてなされもし

くは算定したものです。将来の予測及び将来の見通しに関する記述に本質的に内在する不確定性・不確実性及び今後

の事業運営や内外の経済、証券市場その他の状況変化等による変動可能性に照らし、現実の業績の数値、結果、パフ

ォーマンス及び成果は、本資料に含まれる予想数値及び将来の見通しに関する記述と異なる可能性があります。

　当社は、2022年11月8日（火）に機関投資家・アナリスト向けに決算説明会を開催いたします。その模様及び説明

内容については、当日使用する資料とともに、開催後速やかに当社ウェブサイトに掲載する予定です。


